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１．はじめに 

 富山県地方自治研究センター（以下、当法人）は２０１３年４月、その活動

の公益性が認められ、公益社団法人の認定を受けました。 

 今日、行政サービスのニーズが多様化し、地方自治の役割が増大する一方、

地方の財政は悪化しており、また地方交付税の削減など一層の地方の疲弊が危

惧される中、自治体だけでは、そのニーズに応えきることはできません。市民

もそれぞれの絆を形成し、地域社会で対応できることを率先して実践していく

必要があるでしょうし、またそうでなければ活力ある地域を創っていくことは

できません。 

 そうした地域に結びついた地域自治研活動、あるいは、職場ごとの職場自治

研活動により、協働を実現し、より良い地域づくりを図っていくことが求めら

れます。 

 当法人は、公益社団法人として、そうした主体的な自治研活動を支援してい

くとともに、各部会における幅広い調査研究活動を通じて今日的な課題に取り

組み、より良い地域づくりのあり方を発信して参ります。 

 

２．公益目的事業（公） 

 当法人は、定款第４条に則り、下記の公益事業を行います。 

（１）調査研究事業 

 地方自治に関して、特に下記の通り、５分野の専門部会を定期的に開催し、

調査研究事業を行います。 

 

 ・行財政部会 

   住民にとって最も身近な意見反映と行政チェックの手段であるべき  

地方議会が、市町村合併や議員定数の削減により、徐々に住民との距離が

開いてきています。こうした中、一部の自治体では議会基本条例を制定す

るなど、議会改革への取り組みが見られます。行財政部会では、７月から

勤労者向けのアンケート調査を実施、８月には回収できることから、その

分析を通じて、住民の声が届きやすい議会のあり方を研究します。 

 

 ・雇用労働部会 

   雇用労働部会では、富山県内の外国人労働者の実態について、これまで

広範な調査研究を行って来ましたが、このテーマについては一定の研究結
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果が得られたことから、2014 年度は新たなテーマを部会内で協議し、調査

研究に取り組みます。 

 

 ・社会福祉部会 

   社会福祉部会では、これまで少子化対策・子育て支援策の取り組みにつ

いて調査研究を行って来ましたが、このテーマについては一定の研究結果

が得られたことから、2014 年度は新たなテーマを部会内で協議し、調査研

究に取り組みます。 

 

 ・環境部会 

   環境部会では、引き続き小水力・マイクロ水力・太陽光・バイオマス・

風力・地熱など、再生可能エネルギーの利活用・導入について地域の取組

みについて調査を行います。 

 

 ・農林部会 

   農林部会では、アンケートや現地調査、懇談会などを基にまとめた、中

山間地農業に関する提言が活かされるよう、自治体や地方議員への周知を

図ります。 

 

（２）調査研究に基づく政策提言事業 

 上記（１）の事業を通じて得られた研究成果や調査結果に基づき、政策面や

制度運用面の改善が求められる事柄について、政策提言を行って参ります。 

 

（３）地方自治に関する情報・資料の収集及び提供 

 地方自治発展に資するため、関連情報や資料、統計、他県の地方自治研究紙

誌等の収集を行い、必要に応じて閲覧に供して参ります。 

 

（４）地方自治に関する講演会等の開催事業 

 地方自治に関する講演会を、７月の地方自治研究集会、１０月の定時会員総

会後の研究会として開催します。また、２月に地方財政セミナーを開催します。

講演会等は公開とし、誰でも参加頂けるようホームページ等で告知します。 
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（５）地方自治に関する報告書・紙誌の発行 

 上記（１）～（４）の各事業の成果あるいは講演会・セミナーの内容につい

て幅広く普及・周知を図るため、年４回（１０月、１月、４月、７月）、季刊誌

「自治研とやま」を発行します。 

 同誌は、会員への配布、図書館への寄贈、各自治体への送付のほか、当法人

のホームページから誰もが閲覧できるようにします。 

 

（６）その他 

 他都道府県の取組みや情勢の把握のため、北信地連自治研集会、全国自治研

集会、各種セミナー等に参加します。 

 

３．運営体制の確立（他） 

（１）定時会員総会・理事会の開催 

 定款及び関係法令に則り、定時会員総会を１０月に、また理事会を年４回開

催します。 

（２）事務局会議の開催 

 業務執行理事（理事長・副理事長・常務理事）らによる事務局会議を、毎月

開催します。 

 

４．財政の確立（他） 

（１）財政の確立 

 当法人の収入は、２０１３年度から、主に会費、寄附金、負担金収入によっ

て賄われています。公益目的事業の実施を担保するため、収入の安定による財

政の確立を図ります。 

 

（２）税財務顧問契約 

 引き続き、当法人の経理事務・税務に関する帳票・書類について、顧問契約

を締結している横田允税理士に、定期的に確認して頂きます。 
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５．40周年記念事業の開催（他） 

 富山県地方自治研究センター結成 40周年にあたり、記念誌の発行、パネルデ

ィスカッション、記念式典・レセプションの開催など、記念事業を行います。 

 

６．主な年間スケジュール 

＜２０１３年＞ 

 ８月   

富山県地方自治研究集会 

 ９月  理事会 

１０月  定時会員総会・研究会 

   ４０周年記念事業 

   季刊誌発行 

１２月  理事会 

 

＜２０１４年＞ 

    １月  季刊誌発行 

    ２月  研究会（地方財政セミナー） 

    ４月  季刊誌発行 

    ５月  理事会 

 ７月  富山県地方自治研究集会 

   季刊誌発行 

   理事会 

 

※ 調査研究部会は適宜開催 

※ 事務局会議は毎月開催 

 


